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第３回 交野市環境基本計画策定ワークショップ 摘録 

 

1．日時：令和 3 年８月 27 日（金）14:00～16:00 

2．場所：交野市役所別館 3 階中会議室&ビデオ会議 

3．出席者： 

濱 中 委員長 （環境部長） 

足 立 副委員長（公募市民） 

玉 井 委員  （公募市民） 

田 中 委員  （大阪府環境農林水産部エネルギー政策課）※Web 出席 

西    委員  （交野市工業会）※Web 出席 

山 本 委員  （かたの環境フェスタ市民会議）※Web 出席 

藤 田 委員  （交野里山ゆうゆう会） 

多田羅 委員  （交野市環境基本計画推進会議・自然部会） 

北  迫 委員  （交野市環境基本計画推進会議・まちづくり部会）※Web 出席 

浅 田 委員  （交野市環境基本計画推進会議・エコ生活部会）※Web 出席 

久  保 委員  （交野市環境基本計画推進会議・エネルギー部会） 

中 井  委員  （環境総務課長）※Web 出席 

林     委員  （都市計画部次長）※Web 出席 

藤  原 委員  （都市整備部次長）※Web 出席 

     

事務局 環境衛生課（古賀、谷口、魚住、宮根） 

NPO 法人木野環境（丸谷、土井、井上、小林） 

 

 

4．議事 

1）開会 

・資料確認 

・傍聴希望者の報告（傍聴希望者無し） 

・委員の出席状況の確認（19 名中 14 名出席）、会議の成立を報告 

 

2）ジュニア（中学生）委員会報告（NPO 法人木野環境） 

（報告内容） 

・第１回（7 月 29 日）のワークショップでは 2050 年の交野市の環境がどうあってほしいか意見を出し

合い、第 2 回（8 月 3 日）にはジュニア委員から市長への提案を発表した。 

・ジュニア委員からは「自然」「リサイクル」「ごみ」に関連する意見が多く出た。 

・ジュニア委員会の意見を踏まえた計画策定に努める。 
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3）市民・事業者アンケート報告（NPO 法人木野環境） 

（報告内容） 

・7 月上旬に発送し、7 月 12～31 日までに返ってきたものを集計した。 

・市民アンケートは 18 歳以上の市民 2,000 人（無作為抽出）を対象、事業者アンケートは交野市工業

会と交野市商業連合会加盟全（295）事業者を対象とし、回収率は市民アンケート 30.9%（617 件）、

事業者アンケート 31.5%（93 件）からの回答を得た。 

・関心が一番高かったのは里山の保全や緑豊かな自然環境と恵まれた生活環境を維持していくこと。 

・エネルギーについては、こまめな消灯や LED 照明の導入などの基本的なことは既に実践されており、

太陽光発電や電気自動車の導入など次のステップに進む準備ができている段階にあると思われる。 

・自然災害への備えにも関心が高い。 

・今後、年代別／地域別の傾向や意見を集計する予定。 

 

4）2031 年のビジョンについて 

（濱中委員長） 

第二次交野市環境基本計画の考え方を示し、方向性の共有を図る。 

・計画の体系（環境基本計画における上位計画） 

・国：第五次環境基本計画と地球温暖化計画 

・大阪府：2030 大阪府環境総合計画と大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

・交野市：第四次交野市総合計画基本構想 

・温室効果ガス削減目標 

・菅総理：2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロ、2030 年度に 2013 年度から 46％

温室効果ガスを削減。 

・大阪府：2030 年度の府域の温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 40％削減。 

・第二次環境基本計画の方向性 

・長期ビジョン：国の目標に倣い、2050 年度までにカーボンゼロシティを目指す。 

・計画期間：2031 年度までの間の 10 年間 

・目標：長期的には国、中期的には大阪府のそれぞれの計画に倣い、CO2排出量の削減等の指標を

定める。 

・2022 度から 2031 年度の 10 年間で目指す中期的な将来像の４つの柱 

・【エネルギー分野】交野市としてどのように CO2削減に取組むのか。 

・【生物多様性分野】里山をはじめ市の魅力のひとつである自然環境をどう保全していくのか。 

・【循環型社会の構築】ごみの減量リサイクル等に対する取り組みはどうあるべきか。 

・【生活環境分野】大気・騒音・水質等に係る生活環境はどのように守られるべきか。 

・環境基本計画は、このワークショップ、ジュニア委員会での内容、環境審議会への諮問を通じて、中

長期的な将来像を示すものへと抜本的に変更する事が求められる。 

・同時に第 4 次交野市総合計画基本構想のビジョンに沿った計画であるべきである。 
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（NPO 法人木野環境） 

・国、府の方向性がある中で、最終的に数値目標や具体的施策は交野市としてどうしていくかを決める。 

・人口減少、税収減、財政難が予想され、インフラを統合していくことも必要である。 

・今回と次回のワークショップでは、2031 年までの 10 年間で、具体的に何ができるかと数値目標を決

めていく。 

 

5）計画の推進体制の提案 

（NPO 法人木野環境） 

・環境市民団体や事業者が複合的に推進していく体制が望まれる。 

・技術や制度が急激に変化している現在、毎年評価を行うことや知識向上を目的とする情報共有の場を

設けることが必要である。 

・次期計画では行政だけの都合にとらわれることなく市民、事業者の立場に立った事業推進が行われる

ように推進体制をつくることが重要である。 

・推進体制の案を、計画に示すことが必要である。 

 

（濱中委員長） 

・環境保全に資する活動している様々な団体のプラットホームをつくる。 

・推進事業協力団体として登録された団体と協力して、講座や講習会を実施する仕組み、あるいはその

団体の活動を登録団体制度のもとで支援する仕組みを確立させることが望まれる。 

・計画の推進は行政と市民と市内事業者による連携により取り組む。 

 

6）施策の検討「エネルギー」 

（NPO 法人木野環境） 

・市民アンケート結果より、断熱改修が進んでいる一方で太陽光発電・蓄電池の導入は進んでいないこ

とが確認できた。（費用面による影響）。 

・交野市の CO2排出は家庭部門が多く、産業部門が少ないことが特徴的。 

・交野市の全エネルギーを太陽光で自給するには、太陽光パネルを市域の約半分の土地に設置すること

が必要。バイオマス発電と太陽光発電を併用してまかなうのが現実的。都市ガス等の利用が今後電気

エネルギーの利用に変わっていくことを考えると、全エネルギーをまかなえるよう計算すべきだが、

全エネルギーの 3 割が電気エネルギーであり、まずはそれを自分でまかなえるようにしたい。 

・新築住宅への太陽光パネル設置の義務化が必要という意見も出てきている。 

・あと 3 年ほどで世界的に太陽光発電等が既存の石炭火力発電よりも安くなるという予想がある。 

・交野市でできそうなレベルの施策 

・農地の上に太陽光パネルを設置してソーラーシェアを行う。 

・昼は自宅の太陽光発電で電気をまかない、夜は再生可能エネルギーの電気を販売している新電力等

から電気を購入し、再生可能エネルギー100％にすることを推進する。 

・小学校や体育館の屋根に太陽光パネルをのせ、地域全体を VPP（Virtual Power Plant）にして運用。 
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・10～20 家庭単位で融通し合えば、電気自動車を蓄電池として活用する V2H（Vehicle to Home）も

可能。20～30 家庭になれば V2G（Vehicle to Grid）に。 

・太陽光発電は、自家消費なら購入するより安く、販売するより得であるため、PPA 事業者を育てて

自家消費してもらうモデルも全国にある。 

・全エネルギーを自給する ZEH(Zero Energy House)の住宅を導入する。 

・太陽光発電の場合は昼の電力供給が多くなるため、昼間に夜使うお湯を作ったりと需給に合わせて

制御する。 

・生ごみを利用するバイオガス発電は、太陽光とは異なり夜間でも発電可能なところがメリット。 

・RE 宣言の推奨も一手ではある。 

・環境基本計画に盛り込めそうなこと 

・家庭：上述の設備やシステム等の導入の促進、補助、共同購入。 

・事業者：上述の設備やシステム等の販売支援、普及、補助。 

・行政：公共施設でマイクログリッドや ZEB を導入。 

・目標値について、菅首相は「2030 年に 2013 年比 46％削減」と発言、大阪府は「2030 年に 2013 年比

40％」としているが、首相発言に合わせて上回る方向で検討する模様。これを踏まえて交野市ではど

うするか。いずれにしても最初の 10 年で半分近くにすることは必要であると考えられる。 

・このあと意見を出してほしいこと：交野市環境基本計画のエネルギー分野における、10 年後の姿／目

標値／施策の内容（家庭・事業者・行政） 

 

（質疑） 

Q：CO2 削減について、空気中の CO2を回収する技術もあるらしいが、その実現の余地はあるのか。 

A：意見は分かれるが、かなり難しい。施設園芸で植物に吸収させることができるのはわずかであり、

大規模なものはその実現自体にも大きなエネルギーがかかってしまう。 

Q：国の 46％という数字は、ガソリン車の減少などで自然と温室効果ガスの排出源が減ることをふま

えた上での数字なのか。 

A：そう言われているが、根拠は乏しいのではないか。 

Q：太陽光パネルは信頼してすすめていいものなのか。 

 A：太陽光の課題や太陽光への反発も多いが、太陽光にもいろいろな方法がある。事業者を育てなが

ら、事業者がそこで新たな商売をできるようにしていくことが大事ではないか。 

Q：トヨタの社長がいっていたような水素の自動車も考えてはどうか。 

 A：水素発電は水の電気分解では最初に投入したエネルギーを回収できないため、電池の役割として

の利用になる。 

Q：実効性を考えると新電力の導入に関心がある。実際に立ち上げることができるのか。 

 A：新電力はやる気がある人が 3 人いればすぐできる。 

Q：水力発電や地熱発電は考えられないか。ため池がいくつも潰れているが、それを揚力発電に利用

できないか。 

 A：地熱／水力発電は今の技術では採算が合わない。採算を合わせない啓発系の小さなものならでき
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る。熱利用については、100℃未満はヒートポンプ技術でできるが、100℃以上の熱は技術的に難し

い。交野市内ではそれほどないので計画には入れなくていいと考えている。 

 

（意見） 

・産業関係の話が少ないのが気になった。多くの電気が必要な事業のことも考慮すべきだと考える。 

・市域の約 52％に太陽光パネルの設置が必要という話、山林を伐採して設置するのは二酸化炭素削減に

逆行する。現在住宅地である部分ですべきだがそのためには相当な普及率が必要であり、経済的費用

の問題や高齢化の問題について行政とのすり合わせが必要だと思う。 

・新しい住宅地すべてに太陽光パネルの設置を強制するのは法令的に可能なのか。 

・環境市民団体との連携が大事。自分たちでつくって自分たちでつかうエネルギー自給の方向がいい。 

・特産のブドウの畑でソーラーシェアリングは難しそうではあるが、山を削るのではなく既にあるもの

に設置するのがよい。災害との絡みでも、公的な施設などに設置していってほしい。 

・科学の進歩の中で、5 年、10 年という計画を立てるのにどう適応していったらいいのか。 

・後継者不足で農家が手放す農地を買い上げてソーラーシェアに使ってはどうか。 

・車を手放したくても手放せないという高齢者も多いということがあり、車を減らすためには交通体系

をしっかりしてほしい。 

・数値目標は大阪府に合わせるのがよい。（同意多数） 

・行政の立場としてはいかに市民の協力を得て施策を進めるかを考えていくべき。 

・コロナで生活の変化を実感する中、また高齢化が進行する中、環境にいい生活へと変化させるいいタ

イミングである。車に依存している状況を、歩いて公共のものを使うことにシフトしていくことを考

えなければならない。公共交通もカーボンゼロに。バタバタ動いていた世の中から、時間に余裕を持

って、エンジンなしで生活する世の中にすることを考えなければならない。 

・家庭の施策には、「省エネは創エネ」ということを市民にわかってもらえるようなことを入れたい。啓

発とシステムの二本立てで、我慢せず楽しくできるエコライフという形で組み込みたい。 

・熱海の土砂災害のソーラーパネルの件から、自然を壊してソーラーパネルを設置することには疑問を

感じる。自然とうまくやっていくのが一番ではないかと思う。 

・太陽光パネルは、一部の事業者の得にならない方法で、みんなで協力して設置を促進したい。 

・事業者に対してはごみの分別と削減の方法を促進できればいい。 

・行政は乗用車削減のために公共交通を整備する方向がよい。交野の規模ではやりやすいのではないか。 

・施策は難しく感じるものが多いが、啓発や身近な太陽光発電をやることになるのではないか。 

・まずは再エネを大幅に上げるのがこれまでと違う大きな柱。大阪府は太陽光パネルの共同購入で 2、

3 割安く購入できる仕組みがある。 

・関電だけではなく新電力が選べる時代になっており、再エネを選ぶ啓発をしていく。 

・府内の 16 自治体が 2050 年カーボンゼロを宣言している。 

・東大阪市ではバイオプラごみ袋を開発した。今後、全国的な動きになるのではないか。 

・2050 年カーボンニュートラル実現のために、2030 までにどこまでたどりつくか。国や府の数値目標

にのるとなると、2030 年の交野の立ち位置を描くことができるのか疑問。 
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・お金も十分には使えない中、新たな技術や設備の投入より啓発に舵を振り切った方がいいのでは。こ

の 10 年は情報をどんどん市民に落としていく仕組みづくり。今一番やるべきは、大人の教育。 

 

（まとめ NPO 法人木野環境） 

・数値目標は大阪府と合わせるという意見が多数だったため 40～46％の範囲で考えていく。これはほ

とんどすべての家に太陽光パネルを置くレベルになる。国の補助金も多く出るため、公共施設にはす

ぐにでも太陽光を入れられるところは入れていく形になる。 

 

7）その他 

・WEB 会議の音声改善等対策による WEB 参加者への対策改善をすること。 

・事務局より第４回ワークショップの案内 

第４回環境基本計画 ワークショップ 

日時：令和 3 年 9 月 28 日（火）14:00～16:00 

場所：交野市役所別館 3 階中会議室およびビデオ会議 

緊急事態宣言の状況によっては WEB 参加を推奨する可能性がある。 

 

8）閉会 


